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強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法

【議員立法 H25.12.4成立、Ｈ25.12.11公布・施行 （改正法 R5.6.14成立、R5.6.16公布・施行）】

国土強靱化基本計画

（ H26.6.3 閣議決定 H30.12.14改定 R5.7.28改定）

国土強靱化年次計画

（毎年度 国土強靱化推進本部決定）

国土強靱化地域計画

（都道府県・市町村が策定）

国土強靱化推進の枠組

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策
（H30.12.14 閣議決定）

【平成30年度～令和２年度の３年間】

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策
（R2.12.11 閣議決定）

【令和３年度～令和７年度の５年間】

実施中期計画
（法定計画）
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国土強靱化基本法の附則について

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」
の改正 附則

（検討）
２ 政府は、速やかに、国土強靱化に関し実施すべき施策の実施状況の評価の在り方につい
て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす
る。
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５か年加速化対策の推進

○ 令和５年度補正予算において、５か年加速化対策分として国費約1.52兆円を措置。同対策に基づき、国
土強靱化の取組の更なる加速化・深化を図る。
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５か年加速化対策（加速化・深化分）の進捗状況 【令和５年11月時点の集計】

１．５か年加速化対策の推進



３．国土強靱化年次計画2024の策定方針（案）について

年次計画の策定の趣旨

○当該年度に取り組むべき具体的施策等を取りまとめ

○各施策グループの推進方針や主要施策、進捗管理等のための重要業績評価指標等を取りまとめ

○国土強靱化の取組を広く分かりやすく伝える広報・普及啓発ツールとしての機能の強化・充実

○ ５か年加速化対策の進捗状況については、国土強靱化年次計画において、
・加速化対策全体の事業費ベースの進捗状況
・各対策の目標に対する進捗状況、実施状況等
について取りまとめ、公表する。

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の進捗状況のフォローアップ方針（令和３年１月19日「関係
府省庁連絡会議」決定）

２．５か年加速化対策の進捗管理、事例集の作成について

○ 令和５年度中に５か年加速化対策に係る取組事例集を関係府省庁の協力を得て作成する。
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国土強靱化施策の実施状況の評価の在り方

○「新たな国土強靱化基本計画に基づく国土強靱化施策の推進及び実施中期計画の策定に向け

た国土強靱化施策の実施状況の評価の在り方について」に基づき今後対応

５か年加速化対策の進捗管理

○加速化対策全体の事業費ベースの進捗状況を取りまとめ

○各対策の目標に対する進捗状況、実施状況等を取りまとめ



 各府省が行う税制改正事項のうち、国土強靱化に資する項目を内閣官房において毎年取りまとめ・公表。
民間事業者等が行う国土強靱化の取組を税制においても促進している。

 令和６年度は、延長６件、拡充・延長２件の計８件。

２．国土強靱化に資する税制改正事項の概要

①浸水被害対策のための雨水貯留浸透施設の整備に係る特例措置 【延長】 （固定資産税）

②津波避難施設に係る特例措置 【延長】 （固定資産税）

④再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置 【拡充・延長】 （固定資産税）

③既存住宅の耐震改修に係る特例措置 【延長】 （所得税、固定資産税）

【税制の例】

１．国土強靱化関係予算の概要

 令和６年度予算案において、 「経済財政運営と改革の基本方針2023」及び「国土強靭化基本計画」に基づき、ハード・
ソフト一体となった取組を強力に推進するため、総額約５．２兆円を計上。

【令和５年度補正予算】

国土強靱化関係予算 約１兆９，４９６億円
（うち、公共事業関係費 約１兆４，１６５億円）

５か年加速化対策（加速化・深化分） 約１兆５，１８８億円
（うち、公共事業関係費 約１兆３，０２２億円）※

【令和６年度当初予算案】

国土強靱化関係予算 約５兆２，２０１億円
（うち、公共事業関係費 約４兆 ３３０億円）

（参考）令和６年度国土強靱化関係予算案の概要等
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※５か年加速化対策分のほか、国土強靱化緊急対応枠（ 3,000 億円）を含む。


